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研究要旨 

福島県富岡町は平成 29 年 4 月に町役場機能を避難先の郡山から富岡町内に戻し、住民

の帰還が開始したが、事故から長時間が経過し、住民の帰還には困難も多い。「帰還した

い」住民が戻ることができる環境の整備のためには、インフラの整備や除染に加えて、地

域の状況にマッチした、放射線に関する正しい情報へのアクセスが極めて重要である。

本研究事業では、研究責任者らが福島県川内村で行ってきた研究事業、リスコミ事業を

比較的被ばく線量が高いことも予想される富岡町において展開することで、環境保健行

政に資する科学的エビデンスを構築することを目的とした。 

今年度は、富岡町のうち特定復興再生拠点となっている夜ノ森地区の空間線量率を長

期間にわたって面的に測定し、先行除染を実施した地域において低減化傾向がみられ、

避難指示の解除が科学的にも妥当であることを示した。帰還困難区域の再生が町の真の
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復興再生につながるため、継続的なフォローが重要である。 

また、住民の帰還企図とメンタルストレスについての関連を調査し、「富岡町に帰還す

るかどうかを悩んでいる」住民は、「帰還した（すると決めた）」住民や「帰還しないと決

めた」住民に比較して、メンタルストレスが高いことが示された。今後、 「帰還するか

どうか迷っている」住民に対する情報の提供や、リスクコミュニケーションが重要であ

る。 

 

1-1-1.避難指示解除後の環境放射能レベル及び被ばく線量評価 

 

I. 研究目的 

本研究では、平成 29 年度（2017 年度）以降に帰還した福島県富岡町において、役場と連携

しながら住民帰還の促進をはじめ町の復興・再生を支援するために、研究責任者らが福島県

川内村で実践してきた研究・リスコミ事業の経験と成果を活かしつつ、環境保健行政に資す

る科学的エビデンスの構築を目的としている。これまで研究責任者らは、同町における被ば

くリスク評価（外部被ばく線量・内部被ばく線量）を避難指示解除前後からフォローしてい

るが、現在も一部に帰還困難区域を有する富岡町において、環境放射能レベルの把握及び被

ばくリスク評価は極めて重要である。今年度は、帰還住民の住居や町有施設（集会所）の建

屋周辺の生活空間に着目した外部被ばく線量の継続評価、町内産の食品スクリーニング検査

（自家栽培及び山菜等の野生食材の非破壊検査）に基づく放射性セシウムの分布及び内部被

ばく線量の継続評価を行うとともに、帰還困難区域における除染・解体作業に伴う環境放射

能レベルの把握（走行サーベイによる線量マッピング・放射性セシウムの再浮遊の動態把握）

及び避難指示解除区域における未除染エリアである森林内の環境放射能レベルの把握（ハイ

キングコース内の歩行サーベイによる線量マッピング）を行い、除染効果の検証や里山の利

活用に向けた課題抽出を行うなど、住民や労働者が同町で安心して長く生活するための科学

的知見を集積し、住民等を対象とした身の回りの放射線に関する健康相談（放射線リスクコ

ミュニケーション）の基礎的データの構築及び拡充を目指した。 

 

II. 研究方法 

外部被ばく線量評価については、帰町した住民の住居や町有施設である集会所を対象に、

過去 3 ヶ年（2017 年度～2019 年度）で延べ 159 戸を調査してきたが、今年度は新型コロナウ

イルス（COVID-19）の感染拡大に伴い、例年並みの規模による現地調査が困難であったこと

から、対象を集会所に限定して実施した。具体的には、対象建屋の屋内外の空間線量率の測

定及び表層土壌の核種分析を実施した。併せて、過去 3 ヶ年の結果と併せた経年変化を解析

した。また、帰還困難区域内にある「特定復興再生拠点区域」では、平成 30 年（2018 年）7

月から先行除染が開始され、町の復興・再生に向けた動きが加速化している中で、同区域に

おける除染・解体作業に伴う環境放射能レベルを把握するために走行サーベイを実施し、先

行除染後の経時変化ついて解析した。さらに、余暇活動等の普段の生活空間以外における環
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境放射能レベルを把握するために、里山再生（森林除染）に関連して森林公園のハイキング

コースにおける歩行サーベイを実施し、ウェザリング効果（風雨などの自然要因による減衰）

について解析した。 

一方、内部被ばく線量評価については、平成 30 年（2018 年）1 月以降に富岡町役場内に設

置・運用開始された「富岡町食品検査所」が実施している食品スクリーニングの測定結果を

基に、同町内で栽培・採取された食品・食材の基準値超過の割合（検出率）や食品群に含まれ

る放射性セシウムの分布等について解析するとともに、今年度は新たに「特定復興再生拠点

区域」にある建屋の解体作業による放射性セシウムの再浮遊・飛散性に関する調査も実施し、

浮遊する放射性セシウムの吸入による内部被ばく線量についても解析した。 

 

1. 外部被ばく線量評価（避難指示解除後 4 年） 

① 空間線量率の測定（図Ⅱ-1） 

令和 2 年（2020 年）9 月、町有施設である集会所 19 戸を対象に屋内外の空間線量率を測定

した。具体的には、サーベイメータ「TCS-172B」（日立アロカメディカル製）にて、各測定ポ

イントにおいて 30 秒ごとに 5 回（時定数 10）測定し、その平均値を空間場の代表値として、

外部被ばく線量を評価した。測定ポイントは、屋内は玄関（地上 1m 高）及び大広間の中央

（5cm 及び 1m 高）、屋外は玄関前（地上 1m 高）及び建屋裏（地上 1m 高）とした。 

 

② 表層土壌に含まれる放射性セシウム（図Ⅱ-1） 

①と同様、令和 2 年（2020 年）9 月に、町有施設である集会所 19 戸を対象に、建屋敷地内

の表土（0-5cm 及び 5-10cm の 2 層）を採土器で採取後、前処理操作（105℃、24 時間の雰囲

気で乾燥後、2mm メッシュの篩で夾雑物を除去）した試料（粒形<2mm）を専用容器（PP 製

U8 容器）に梱包し、ゲルマニウム半導体検出器「GMX Series」（相対効率 33.04%、オルテッ

ク製）及び「MCA7600」（セイコーイージーアンドジー製）にて核種分析（γ線スペクトロメ

トリー）を行った（測定時間 3,600 秒）。 



 
 
 

令和 2 年度 研究報告書（主任研究者用） 

4 
 

 

図Ⅱ-1 空間線量率の測定地点（表層土壌の採取地点）及び測定・分析の様子 

 

③ 帰還困難区域（特定復興再生拠点区域）の線量マッピング（図Ⅱ-2） 

富岡町では、令和 5 年（2023 年）春頃までに帰還困難区域全域の避難指示解除を目指して

おり、平成 30 年（2018 年）7 月以降「特定復興再生拠点区域」に指定されている「夜の森地

区」を皮切りに除染・解体作業が加速化している。そこで、研究責任者らは、同区域における

除染効果を検証するために、適宜走行サーベイによる線量マッピングを実施している。トピ

ックスとして、令和 2 年（2020 年）3 月 14 日の JR 常磐線の全線再開に合わせて、令和 2 年

（2020 年）3 月 10 日に JR 夜ノ森駅前の一部道路が先行解除された。今回、同区域における

解体・除染作業に伴う環境放射能レベルについて、特に JR 夜ノ森駅再開前後の「夜の森地区」

を中心に令和元年（2019 年）10 月及び令和 2 年（2020 年）10 月に走行サーベイを実施し、

得られた線量マッピングから環境放射能の変動を調査した。具体的には、放射線モニタリン

グシステム「ラジプローブ」（㈱千代田テクノル製）を使用し、地上 1m 高に車載設置した検

出器にて 5 秒ごとに空間線量率の測定及び事故由来と考えられる放射性セシウム等の定性分

析（核種ごとの有意なエネルギーピークの同定）を同時に行い、経時変化を解析した。 
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図Ⅱ-2 特定復興再生拠点区域（環境省「除染情報サイト」を一部改変） 

 

④ 森林公園の線量マッピング（図Ⅱ-3） 

富岡町では、普段の生活空間以外に、国等と連携して住民の帰還に向けた環境づくりであ

る「里山再生モデル事業」（平成 28～31 年度）（2016～2019 年度）を実施し、モデル地区（グ

リーンフィールド富岡周辺（富岡町小浜、大字本岡地内））の除染、間伐材等の森林整備及び

線量測定を実施し、快適な森林空間の創出に一定効果を示したと評価しているものの、事故

以前のように管理が十分に行き届いていない森林公園も現存している。今回、事故以前はハ

イキング等の余暇活動の場として住民等に親しまれていた森林公園を有する大倉山（標高

592.4m）において、ハイキングコース内を歩行サーベイし、空間線量率、放射性セシウムの

検出率及び個人被ばく線量の測定を行い、秋季（令和元年（2019 年）10 月）に発生した勢力

の強い台風や度重なる集中豪雨に伴う環境放射能の変動について、ウェザリング効果の有無

及び外部被ばく線量を詳細に解析した。なお、測定には、放射線モニタリングシステム（③

と同様）及び個人被ばく線量計「D-シャトル」（㈱千代田テクノル製）を使用し、里山の自然

を享受するための基礎データをフォローするとともに、除染が困難なエリアにおける被ばく

管理のあり方についても検討した。 

夜の森地区
富岡町全域 

避難指示先行解除区域 
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図Ⅱ-3 大倉山の位置及びハイキングコース 

 

2. 内部被ばく線量評価（最近 3 ヶ年） 

① 食品スクリーニング検査（図Ⅱ-4） 

富岡町では、平成 30 年（2018 年）1 月から町内 2 ヶ所（役場等）に非破壊検査器（NaI ス

ペクトロメータ）を設置し、町内で採取・栽培された食品を中心に簡便・迅速なスクリーニ

ング検査（測定時間 600 秒）を行ってきた。現在は、役場内に新たに設置・運用開始した「富

岡町食品検査所」（平成 31 年（2019 年）1 月～）において、食品スクリーニング検査を継続

しているが、普段の生活の中で、安心して地元の食材を摂取するために不要な放射性セシウ

ムの内部被ばくを回避する方策として、当該食品スクリーニングを活用する住民は非常に多

く、内部被ばくリスクへの関心が高い。したがって、前述した外部被ばく線量評価に加え、

富岡町役場からの情報提供を基に、同町内で栽培・採取された食品・食材の基準値超過の割

合（検出率）や食品群に含まれる放射性セシウムの分布等について解析した。具体的には、

令和 2 年（2020 年）1 月～12 月の期間にスクリーニングした 587 試料を対象に、食品別の内

部被ばく線量評価を行った。 

図 Ⅱ-4 富岡町食品検査所（視察する学生）及びスクリーニング用の NaI スペクトロメータ 
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② 帰還困難区域（特定復興再生拠点区域）の解体作業に伴う放射性セシウムの再浮遊（図Ⅱ-5～Ⅱ-6）  

令和 2 年（2020 年）5 月～8 月の間、富岡町の「夜の森地区」（特定復興再生拠点区域）に

位置する建屋 G（地上 2 階木造アパート、カラーベスト葺、総戸数 8 戸）の敷地内にハイボ

リウムエアサンプラー「HV-1000R」（柴田科学㈱製）を 1 台設置し、除染・解体作業中の大気

浮遊塵を 1000L/min の吸引速度でガラス濾紙（203mm×254mm 、ADVANTEC 製）に捕集し

た。捕集時間は 6 時間程度で、捕集後、濾紙をベルトポンチで円形に 12 穴打ち抜き、U8 容

器に梱包し測定試料とした（図Ⅱ-3）。測定試料は、ゲルマニウム半導体検出器（1.②と同様）

で核種分析を行った（測定時間 80,000 秒）。 

 

図Ⅱ-5 特定復興再生拠点区域（環境省「除染情報サイト」を一部改変） 

 

 

図Ⅱ-6 解体作業及び大気浮遊塵の捕集・前処理の様子 

夜の森地区

避難指示先行解除区域 

富岡町全域 

建屋 G 

2017 年 9 月 27 日撮影
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III. 研究結果 

1. 外部被ばく線量評価（避難指示解除後 4 年） 

① 空間線量率の測定（表 III-1、図Ⅲ-1） 

避難指示解除区域における自然放射線を含む空間線量率（中央値）は、屋内で 0.15μSv/h（正

面玄関、1m 高）、0.15μSv/h（大広間の中央、5cm 高）及び 0.18μSv/h（大広間の中央、1m 高）、

屋外で 0.17μSv/h （正面玄関、1m 高）及び 0.21μSv/h（建屋裏、1m 高）であった。また、こ

れらの指示値から、環境省のガイドラインで示す行動時間（屋内 16 時間及び屋外 8 時間）に

基づき推計した年間の追加被ばく線量は、1.0mSv/y であった。一方、帰還困難区域における

自然放射線を含む空間線量率（中央値）は、屋内で 0.39μSv/h（正面玄関、1m 高）、0.23μSv/h

（大広間の中央、5cm 高）及び 0.26μSv/h（大広間の中央、1m 高）、屋外で 0.70μSv/h （正面

玄関、1m 高）及び 0.93μSv/h（建屋裏、1m 高）であった。また、避難指示解除区域と同様に、

これらの指示値から推計した年間の被ばく線量は、3.0mSv/y（参考値）であった。避難指示解

除区域では、事故後の被ばく線量の目安である「現存被ばく状況」（放射線防護委員会、1-

20mSv/y）の下限域で推移していることが確認された。さらに、これまで放射線量が一定程度

高い状態が継続していた帰還困難区域においても、過去 3 ヶ年（2017～2019 年）に比べて低

値を示し、環境放射能レベルの低減化が示唆された。これらの結果から、過去 3 ヶ年（2017

～2019 年）の空間線量率の推移と併せ、町内全域で概ね低減化の傾向が維持されていること

が明らかとなった。  
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表 III-1 建屋周辺の生活空間における空間線量率の推移 

 

 

 

図 Ⅲ-1 建屋周辺における空間線量率の分布推移 

 

② 表層土壌に含まれる放射性セシウム（表 III-2、図Ⅲ-2） 

すべての採取地点において、表層土壌中にセシウム 137（137Cs）が検出されたものの、物理

学的半減期が約 2 年のセシウム 134（134Cs）は、2 地点（11%）で不検出（2017 年 3 地点（4.9%）、

2018 年 8 地点（14%）及び 2019 年 2 地点（6.7%））であったが、放射性セシウム比（134Cs/137Cs）

の経年変化から、事故由来の放射性セシウムであることが示唆された。また、土壌中の放射

性セシウムの分布は、避難指示解除区域では、134Cs 及び 137Cs（いずれも深度 0-5cm の中央
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値）が、それぞれ 49Bq/kg 及び 677Bq/kg であり、これらの 2 核種による外部被ばく線量は、

それぞれ 0.18mSv/y と推定された。一方、帰還困難区域では、134Cs 及び 137Cs（いずれも深度

0-5cm の中央値）は、それぞれ 1,504Bq/kg 及び 29,845Bq/kg であり、これらの 2 核種による外

部被ばく線量は 7.8 mSv/y と推定された。これらのことから、富岡町では、事故由来の放射性

セシウムが現存した状況が継続し、帰還困難区域における環境放射能レベルは一定程度高い

ことが推察されるものの、特に避難指示解除区域では、地表面からの外部被ばく線量が現存

被ばく状況（20mSv/y 以下）を大きく下回っており、外部被ばく線量は極めて限定的であるこ

とが確認された。さらに、これまでの結果から、過去 3 ヶ年（2017～2019 年）の表層土壌に

含まれる放射性セシウムの推移と併せ、町内全域で概ね低減化の傾向が維持されていること

が明らかとなった。 

表 III-2 表層土壌に含まれる放射性セシウム濃度の推移 
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図 Ⅲ-2 表層土壌に含まれる放射性セシウム濃度の分布推移 

 

③ 帰還困難区域（特定復興再生拠点区域）の線量マッピング（図Ⅲ-3） 

JR 夜ノ森駅が再開される約半年前の令和元年（2019 年）10 月、「夜の森地区」では空間線

量率（中央値（平均値））は 0.35μSv/h（0.40μSv/h）で、測定ポイントの約半数強にあたる 57.7%

が 0.38μSv/h 以下（環境省ガイドラインで示される 2mSv/y 以下に相当）を示した。また、事

故由来と考えられる放射性セシウムの検出率は、それぞれ 134Cs が 11.2%及び 137Cs が 12.0%

であった。その後、JR 夜ノ森駅の再開から約半年後の令和 2 年（2020 年）10 月、同地区の空

間線量率（中央値（平均値））は 0.22μSv/h（0.24μSv/h）であったが、測定ポイントの大半にあ

たる 91.7%が 0.38μSv/h 以下を示し、事故由来と考えられる放射性セシウムは不検出（0%）で

あったことから、この 1 年間の環境放射能レベルは大きく低減化し、それが線量マッピング

からも明らかとなった。 
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図Ⅲ-3 夜の森地区の線量マッピング（走行サーベイによる空間線量率の変化） 

 

④ 森林公園の線量マッピング（図Ⅲ-4～図Ⅲ-6、

表Ⅲ-3） 

富岡町と川内村の間に位置する大倉山は、生活

空間（居住区域）と異なり除染されていない。時

に、令和元年（2019 年）10 月、台風 19 号は強い

勢力を保持したまま日本を縦断した。当該台風の

上陸に伴い、大雨・暴風による河川の氾濫など大き

な災害が各地で発生し、福島県内においても大き

な被害を受けた。この月は、台風通過後に、度重な

る豪雨にも見舞われたが、大倉山のハイキングコ

ース内の空間放射線率や放射性セシウムのインベ

ントリーについて調査・解析した結果、台風等の気

象前後における空間線量率は 0.45-0.48μSv/h（中央値） 

 

の範囲で推移し、137Cs の検出率は 1.1-4.7%と限定的で、森林内の環境放射能レベルに大きな

変動は認められなかった。また、個人被ばく線量は、0.21-0.34μSv/h（中央値）の範囲で推移

した。 

 

図 III-4 大雨特別警報後の 48 時間降水量 
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図 III-5 大倉山ハイキングコース内の空間線量率の変化 

 

 

図 III-6 大倉山ハイキングコース内の空間線量率及び 137Cs の分布 
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表Ⅲ-3 大倉山ハイキングコース内の空間線量率と個人被ばく線量の変化 

 

 

2. 内部被ばく線量評価（最近 3 ヶ年） 

① 食品スクリーニング検査（図Ⅲ-7～Ⅲ-9） 

普段の生活において、安心して地元の食材を摂取するために、スクリーニング検査の住民

ニーズは高く、富岡町食品検査所が役場内に設置されてからも、その傾向は強い。今回、令

和 2 年（2020 年）1 月から同年 12 月にスクリーニングした食品群 587 試料を対象に、解析を

行った。その結果、多くの食品（83.5%）は、一般食品における放射性セシウムの基準値であ

る 100Bq/kg 未満であったものの、一部の食品（16.5%）では基準値を超過した。食品別の基

準値超過の割合（検出率）では、主な食品群で野菜（0%）、山菜（35.8%）、キノコ類（88.2%）、

果物（3.0%）及び種実類（33.3%）であった。放射性セシウム濃度の中央値が基準値以上を示

した食品はキノコ類（620Bq/kg）のみで、他の主要食品群では野菜（5.0Bq/kg）、山菜（56Bq/kg）、

果物（7.5Bq/kg）及び種実類（50Bq/kg）であった。これらの結果のうち、主要 4 品目（野菜、

山菜、キノコ類及び果物）を摂取した際の年間預託実効線量は、全体で 72-74μSv であり、最

大で 94μSv（60 代女性）であった。この結果に明確な性差は認められなかったものの、摂取

量の違いから 60 代以上の世代が若年層に比べて預託実効線量が高い傾向を示した。なお、肉

類については、有害鳥獣捕獲されたイノシシ肉等であり一般には食用に供さないため、今回

の内部被ばく評価の対象からは除外した。また、魚介類については、事故以前のように渓流

釣りをして食すような住民は皆無であることから、今回の内部被ばく評価の対象からは除外

した。なお、今回の結果は、過去 2 ヶ年（2018 年 1-12 月及び 2019 年 1-12 月）の結果と同様

の放射性セシウムの分布傾向を示した。以上の結果から、調査期間において、食品に含まれ

る事故由来と考えられる放射性セシウムによる内部被ばく線量は、極めて限定的であると示

唆された。 
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図Ⅲ-7 食品群の放射性セシウム分布（最近 3 ヶ年） 

 

 

図Ⅲ-8 食品別の放射性セシウム分布（最近 3 ヶ年） 
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図Ⅲ-9 食品摂取による内部被ばく線量の推定値（2020 年） 

 

② 帰還困難区域（特定復興再生拠点区域）の解体作業に伴う放射性セシウムの再浮遊（表Ⅲ-

4） 

今回検出された人工放射性核種はいずれの地点も 137Csのみで、建屋Gでは0.10-0.62 mBq/m3

以下、対照建屋の富岡町役場（避難指示解除地区）では、0.15mBq/m3以下であった。これら

の結果から、解体作業中に浮遊している 137Cs の吸入による内部被ばく線量は、最大 3.2×10-

6mSv/y と推定された。今回の建屋 G の解体作業の内訳としては、主に重機の搬入、屋根の片

づけ、建屋周辺のアスファルト解体、内装・屋根の解体、窓（サッシ）外し、外壁・屋根材外

し、重機による家屋解体、解体廃材のフレコン袋詰め及び重機による基礎コンクリ－ト解体

撤去であった。なお、分析結果については、解体作業前の現地調査及び福島県が実施してい

るモニタリング調査の結果と併せて下表に示す。 
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表Ⅲ-4 大気浮遊塵の核種分析結果（137Cs） 

 

 

Ⅳ. 考 察 

富岡町では、避難指示解除後の 4 ヶ年経過したものの、事故由来と考えられる放射性セシ

ウム（134+137Cs）が現存し、帰還困難区域における環境放射能レベルは一定程度高い状況が保

持されていることが推察された。しかしながら、避難指示解除区域では、事故後の追加被ば

く線量が現存被ばく状況（20mSv/y 以下）の下限域で推移していることがあらためて確認さ

れ、特に避難指示解除区域では、2017 年以降、建屋周辺の屋内・屋外ともに空間線量率が有

意に低下していることが明らかとなり、さらに土壌表面から受ける外部被ばく線量は極めて

限定的であったことから、当該エリアにおける着実な除染・解体作業の結果が反映され、環

境改善（環境放射能レベルの低減化）につながったものと推察される。したがって、帰町し

た住民等の生活空間における外部被ばくリスクは限定的であると示唆される（図 Ⅲ-1～Ⅲ-2

及び表Ⅲ-1～Ⅲ-2）。 

 また、帰還困難区域においても、特定復興再生拠点区域にある「夜の森地区」における空

間線量率及び空間線量率に占める放射性セシウムの割合が、調査開始時以降漸減しているこ

とが明らかとなっている。具体的には、当該エリアの空間線量率（中央値）は、先行除染が開

始された最初の半年余りで 1.0μSv/h から 0.51μSv/h に半減しているが、その理由としては、

富岡町では 2023 年春頃までに帰還困難区域全域の避難指示解除を目指し、2018 年 7 月以降、

当該地区を皮切りに除染・解体作業が進んでいることが挙げられ、事故由来と考えられる放

射性セシウムの強制除去が主因と示唆される（Cui et al., Sci Rep 10 (1): 10165, 2020）。令和 2 年

（2020 年）10 月現在、当該地区の空間線量率は 0.22μSv/h まで低減化していることから、令

和 2 年（2020 年）3 月の JR 常磐線の全線再開に伴う除染・解体作業の効果によるものと示唆

される（図 Ⅲ-3）。 

しかしながら、除染・解体作業に伴う 137Cs の再浮遊（舞い上がり）も懸念されることから、

作業員の被ばく管理をはじめ周辺環境や住民への影響等についても検証するために、「夜の森

地区」の解体建屋に着目して分析した結果、採取した大気浮遊塵に 7Be が散見され、大気圏
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内の気塊の移流が確認されたものの（結果省略）、除染・解体作業に伴う建屋由来の粉塵量と

建屋敷地内の 137Cs 濃度との関連性は、明確には認められなかった。つまり、大気流に比べ、

個別の解体作業に伴う 137Cs の再浮遊・飛散性は限定的であると示唆される。現在、対象建屋

を拡大したフォローアップ調査を進めており、PM2.5の解析と併せて詳細に分析している（表

Ⅲ-4）。 

一方、生活空間以外の森林等の環境放射能については、令和元年（2019 年）10 月に福島県

を通過した台風 19 号や度重なる大雨に伴う自然災害を伴う気象の前後において、空間線量

率、放射性セシウムの検出率及び個人被ばく線量に大きな変化は確認できなかったことから、

ウェザリング効果（風雨などの自然要因による減衰）は認められなかった。つまり、事故由

来と考えられる放射性セシウムは、森林内では容易に移動せず、系内に保持されることが示

唆された（Taira Y et al., Sci Rep 10 (1), 19215, 2020）。したがって、除染が困難な森林公園では、

個人被ばく線量計を携帯しながら余暇を過ごすことが有効な方策の 1 つであると考える。今

回対象とした大倉山においては、外部被ばくリスクは限定的であるものの、里山再生に向け

てゾーニングによる除染や環境放射能レベルを把握しながら不要な被ばくを回避するなどの

新たな取り組みによって、ハイキング等を楽しむことが可能となるものと考える（図Ⅲ-4～図

Ⅲ-6、表Ⅲ-3）。 

また、富岡町内で自家栽培や野生の山菜・キノコ類等を採取した食品群のスクリーニング

検査から、放射性セシウムの基準値超過率は 2 割弱（16.5%）で、過去 3 ヶ年で同様の分布傾

向を示した。食品別の解析結果についても、概ね過去 3 か年で同様の分布傾向で推移してい

ることが明らかとなり、普段の生活の中で摂取した場合の内部被ばく線量は極めて限定的

（94μSv/y 以下）であることがあらためて示唆された。特に今回の結果では、基準値超過率は

これまでと同等であったものの、基準値未満（不検出を含む）の範囲において、経年的に不

検出の割合が増える傾向を示し、食品内に含まれる放射性セシウムの低減化が示唆された。

特に、家庭菜園等で自家栽培するような野菜・果物類では放射性セシウムの検出率は極めて

少ない傾向であった一方、里山や沿道の未除染エリアで採取する山菜やキノコ類では、他の

食品類に比べて放射性セシウムの検出率が高い傾向にあり、今後特に摂取に留意すべき食品

群としては、野生のキノコ類であることをあらためて確認するとともに、一部の食品群では

放射性セシウムの検出が高いものもあることなどから、今後も食品群に含まれる放射性セシ

ウムの分布について継続して調査する必要がある（図Ⅲ-7～Ⅲ-9）。なお、結果には示さなか

ったが、地区別の解析では栽培・採取地点による地域特性は認められず、特定の食品群（山

菜及びキノコ類）の放射性セシウムの蓄積傾向が反映され、基準値超過の山菜等が一定程度

の頻度（20%程度）で町内に散見されていることが確認された。 

また、前述した除染・解体作業に伴い建屋から周辺に拡散する粉塵量について、明らかな

増加などの特異事項を確認できず、大気浮遊塵に含まれる 137Cs はトレーサーレベルで推移

し、吸入による内部被ばく線量は極めて限定的であると推察された（表Ⅲ-4）。しかしながら、

今回の対象範囲は 1 戸と小さいことから、当該調査の対象を拡大し、より精度の高い検証を

進める予定である。 
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Ⅴ. 結 論 

住民がより安心して長く生活するための支援策として、環境放射能調査による放射線モニ

タリングによって、外部被ばく線量及び内部被ばく線量を評価し、不要な被ばくを回避する

ことが重要であり、地元自治体である富岡町役場と緊密に連携しながら帰町住民等に対する

戸別訪問、役場や食品検査所に訪れた住民等への個別対応など、放射線リスクコミュニケー

ション活動における基礎データとして本結果を活用し、放射線に関する不安の解消あるいは

不安の軽減を図るとともに、これらの活動を拡充していくことが、富岡町の再生・復興によ

り一層繋がるものと考えられる。また、富岡町役場では「放射線情報まとめサイト」（ウェブ

サイト）や広報誌「ライフとみおか」による情報発信に加え、SNS（ツイッター）を活用など

コロナ禍においてもタイムリーな情報発信に努めており、我々もこの取り組みに連動しなが

ら活動を拡充し、科学的エビデンスを積み上げていきたいと考えている。 

 

VI. 次年度以降の計画 

外部被ばく線量評価については、引き続き対象地域の空間線量率の測定（屋内外）、表層土

壌の核種分析、帰還困難区域の線量マッピング及び森林公園の線量マッピング等について検

討するとともに、、内部被ばく線量評価については、食品スクリーニング検査及び建屋解体に

伴う放射性セシウムの再浮遊の確認等についてさらに詳細に検討する。 

 

VII.  この研究に関する現在までの研究状況、業績 
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Disaster. PLoS One. 12 (12): e0189398, 2017. 

2) Tsukazaki A, Taira Y, Orita M, Takamura N. Seven years post-Fukushima: Long term measurement 

of exposure doses in Tomioka Town. J Rad Res. 60 (1): 159-160, 2019. 

3) Matsuo M, Taira Y, Orita M, Yamada Y, Ide J, Yamashita S, Takamura N. Evaluation of 

environmental contamination and estimated radiation exposure dose rates among residents 

immediately after returning home to Tomioka Town, Fukushima Prefecture. Int J Environ Res 

Public Health. 16 (9). pii: E1481, 2019. 

4) Taira Y, Inadomi Y, Hirajou S, Fukumoto Y, Orita M, Yamada Y1 Takamura N. Eight years post-
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contaminated forests has remained stable, even after heavy rains due to typhoons and localized 

downpours. Sci Rep 10 (1): 19215, 2020. 
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ア）-2 論文：査読なし 

なし 
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1) 富岡町における避難指示解除後の環境放射能について（外部被ばく評価）（第 59 回原子

爆弾後障害研究会、平成 30 年 6 月 3 日、長崎県長崎市） 

2) 福島県富岡町における住居周辺の表層土壌の除染効果（第 7 回環境放射能除染研究発表

会、平成 30 年 7 月 3 日、東京都江戸川区 

3) 富岡町における避難指示解除後の環境放射能について（外部被ばく線量評価）（日本放射

線影響学会第 61 回大会、平成 30 年 11 月 9 日、長崎県長崎市） 

4) イメージングプレートを用いた帰還困難区域及び避難指示解除区域における環境試料

中の放射性セシウムの分布解明（第 5 回福島大学環境放射能研究所成果報告会、平成 31

年 3 月 15 日、福島県福島市） 

 5) 福島県富岡町における避難指示解除後の外部被ばく線量評価（第 60 回原子爆弾後障害

研究会、令和元年 6 月 2 日、広島県広島市） 

 6) 福島県富岡町内で採取した食品による内部被ばく線量評価第 60 回原子爆弾後障害研究

会、令和元年 6 月 2 日、広島県広島市） 

 7) 福島県富岡町における特定復興再生拠点区域の除染効果（第 8 回環境放射能除染研究発

表会、令和元年 7 月 11 日、福島県郡山市） 

 8) Distribution of radiocesium in the environmental samples in difficult-to-return zone and areas 

where evacuation orders have been lifted by Imaging Plate（日本放射線影響学会第 62 回大会、

令和元年 11 月 14 日、京都府京都市） 

 9) Environmental Remediation of a Restricted Area in Tomioka Town, Fukushima Prefecture（日本

放射線影響学会第 62 回大会、令和元年 11 月 14 日、京都府京都市） 

10) 福島県富岡町における特定復興再生拠点区域の除染効果の検証（第 9 回環境放射能除

染研究発表会、令和 2 年 9 月 4 日、WEB 開催） 

11) Evaluation of environmental contamination and estimated external and internal exposure dose 

rates among residents after returning home to Tomioka Town, Fukushima Prefecture （日本放射

線影響学会第 63 回大会、令和 2 年 10 月 15-16 日、WEB 開催） 

イ）-2 国際学会発表 

1) Environmental radioactivity levels and estimated radiation exposure dose rates among residents 

before and after returning home to areas near Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 
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（Fukushima 10 Years, Special Workshop between KARP and JHPS, 11 March 2021, WEB） 

イ）-3 講演 

1) 放射線被ばくと健康影響～車座集会～（平成 30 年度東日本国際大学・いわき短期大学 

川内村セミナー、平成 30 年 8 月 23 日、福島県川内村） 

2) 放射線被ばくと健康影響（伊方原子力発電所健康セミナー、平成 30 年 9 月 2 日、愛媛

県伊方町） 

3) 富岡町における生活空間の環境放射能（外部被ばく線量評価）（第 3 回ふくしま県民公

開大学、平成 31 年 2 月 23 日、福島県福島市） 

4) 放射線被ばくと健康影響（伊方原子力発電所健康セミナー、令和元年 9 月 1 日、愛媛県

伊方町） 

5) 放射線被ばくと健康影響～車座集会～（令和元年度東日本国際大学・いわき短期大学 川

内村セミナー、令和元年 9 月 13 日、福島県川内村） 

6) 震災から間もなく 9 年 福島の現状（福島への教育旅行に関する説明会、令和 2 年 1 月

29 日、京都府京都市） 

7) 里山再生に向けた取り組み：山道モニタリング（第 4 回ふくしま県民公開大学、令和 2

年 2 月 9 日、福島県福島市） 

8) 放射線被ばくと環境影響：放射線の基礎・モニタリングの実際（放射線災害復興学セミ

ナー、令和 2 年 9 月 8 日、WEB 開催） 

ウ）書籍・総説 

なし 

エ）受賞 

なし 

オ）特許 

なし 

カ）環境行政への活用・貢献実績 

 第 19 回・第 20 回富岡町除染検証委員会における報告 
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1-1-2. 富岡町における帰還意向と生活の質との関連 

I.  研究目的 

これまでに実施していきた富岡町住民の帰還意向に影響を及ぼす要因の評価において、富

岡町に帰還することによる被ばくの健康影響への懸念が住民の帰還意向に関連することが明

らかとなった。福島県で実施されている県民健康調査においては、放射線被ばくへの不安が、

長期にわたる住民の軽度抑うつ、不安や身体的な影響と関連していることが明らかとなった。

また、先行研究から帰還を希望する住民は、すでに帰還した人や帰還しないと決めた人と比

較して、軽度抑うつ傾向が高いことが明らかとなった。帰還を希望する住民が感じている放

射線被ばくに関する不安や精神的な健康へのニーズに寄り添ったリスクコミュニケーション

の実施が求められていると考えられる。さらには、原子力災害によって避難を余儀なくされ

ている住民の生活の質(Quality of life, QOL)の向上も重要であると考えられる。一方で、原発

事故後の富岡町町民における生活の質と帰還意向との関連は明らかにされていない。そこで、

本研究は、富岡町において、QOL と帰還意向との関連を明らかにすることを目的とする。 

II.  研究方法 

調査期間は 2019 年 12 月から 2020 年 3 月であった。対象者は富岡町に住民票があり、かつ

研究に対し同意が得られた 20 歳以上の富岡町住民であった。対象者に対して自記式アンケー

ト調査を実施した。基本的属性として性別、年代、同居の家族構成、18 歳以下の子(孫)と同居

の有無、帰還意向、放射線リスク認知を調査した。帰還意向については「すでに帰還してい

る・帰還したい・帰還に悩んでいる・たぶん帰還しない・戻らないと決めている」の５つから

の選択とした。QOL の聴取には健康関連 QOL を測定する 8-Item Short-Form Health Survey (SF-

8)を使用した。SF-8 の尺度は人の健康関連 QOL に関連する項目を「身体的な健康観」と「精

神的な健康観」の 2 つの因子と 8 つの下位尺度から評価するものであり、得点が高いほど主

観的健康観が優れていることを示す。また、住民のストレス対処能力を評価するために、尺

度スケール SOC-13(sense of coherence13)を使用した。SOC-13 はストレス対処能力を評価する

尺度であり、得点が高くなるほどストレス対処能力の応用力や実践力が高くなるとされてい

る。 

 

(倫理的配慮) 

本研究は、事前に長崎大学大学院医歯薬学総合研究科倫理委員会にて承認 (承認番号

19092702)を得て実施した。 

III.  研究結果 

対象者の回答が得られた人数の内、未回答者を除く 1,029 名を解析対象とした。138 人(13％)
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はすでに帰還し(グループ 1)、223 人(22％)は帰還を希望し(グループ 2)、668 人(65％)は帰還し

ないと決めていた(グループ 3)(表Ⅲ-1)。グループ 1 に比べて、グループ 2 と 3 は有意に富岡

産の食材を摂取することに懸念を持つ人が多く、グループ 1 は、グループ 2 とグループ 3 と

比べて、有意に放射線被ばくによる自身へのがんなどの健康影響が起こると懸念している人

が少なかった。また、グループ 1 は、グループ 2 とグループ 3 と比べて、有意に放射線被ば

くによる子孫への健康影響が起こると懸念している人が少なかった。 

SF-8 の身体的な健康観、「身体能力」、「身体の痛み」、「全体的健康観」のスコアが、グルー

プ 1 と 3 に比べて、グループ 2 において有意に低かった(表Ⅲ-2)。また SF-8 の精神的な健康

観の内、「社会生活機能」、「心の健康」のスコアが、グループ 1 と 3 に比べて、グループ 2 に

おいて有意に低かった。 

ロジスティック回帰分析を用いて解析した結果、グループ 1 はグループ 2 と比較して、そ

の他の因子に独立して有意に 60 歳以上の人が多く、SF-8 の身体的な健康観が高かった(表Ⅲ-

3)。また、グループ 1 はグループ 2 と比較して、性別と年代に独立して、有意に SOC-13 のス

コアが高かった。グループ 2 は、グループ 3 と比較して、その他の因子に独立して有意に身

体的な健康観と精神的な健康観が低かった(表Ⅲ-4)。グループ 1 と 3 を比較した結果、身体的

な健康観と精神的な健康観において、有意な差は見られなかったが、グループ 1 は、グルー

プ 3 と比較して、性別と年代に独立して有意に SOC-13 のスコアが高かった(表Ⅲ-5)。 

 

表Ⅲ-1 帰還意向と基本的な属性、放射線リスク認知との関連 

  
グループ  1 

(n=138) 

グ ル ー プ 2 

(n=223) 

グ ル ー プ  3 

(n=668) 
p 値 

性別 男性/女性 82/56 (59.4%) 122/101 (54.7%) 350/318 (52.4%) 0.308 

年齢 60 歳以上/以下 
105/33 

(76.1%) 
148/75 (66.4%) 460/208 (68.9%) 0.139 

18 歳以下の子どもとの同

居 
はい/いいえ 9/129 (6.5%) 39/184 (17.5%) 147/521 (22.0%) 

<0.001

* 

地元の食材を摂取するこ

とへの不安の有無 
はい/いいえ 42/96 (30.4%) 125/98 (56.1%) 393/275 (58.8%) 

<0.001

* 

放射線被ばくによる自身

への健康影響への不安の

有無 

はい/いいえ 
35/103 

(25.4%) 
103/120 (46.2%) 362/306 (54.2%) 

<0.001

* 

放射線被ばくによる遺伝

的な影響への不安の有無 
はい/いいえ 57/81 (41.3%) 143/80 (64.1%) 413/255 (61.8%) 

<0.001

* 
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表Ⅲ-2 帰町意向と SF-8、SOC-13 との関連 

  
グループ 1 

(n=138) 

グループ 2 

(n=223) 

グループ 3 

(n=668) 
ｐ値 

SF-8 身体機能 47.7 ± 6.9 46.4 ± 7.2 47.8 ± 7.2 0.043* 

 日常役割機能(身体的) 46.6 ± 8.1 45.4 ± 8.5 46.9 ± 8.7 0.085 

 体の痛み 46.9 ± 8.6 44.8 ± 8.8 46.4 ± 9.1 0.046* 
 

全体的健康観 49.3 ± 7.2 46.3 ± 7.3 48.5 ± 7.5 <0.001* 
 

活力 49.2 ± 5.9 48.2 ± 6.4 49.1 ± 6.5 0.173 

 社会生活機能 47.0 ± 8.3 45.2 ± 8.0 46.6 ± 8.0 0.049* 

 日常役割機能(精神的) 47.5 ± 6.6 45.8 ± 7.7 47.0 ± 7.7 0.069 

 心の健康 48.3 ± 7.1 45.9 ± 7.0 47.6 ± 7.1 0.003* 

SF-8 の要約 身体的な健康観 46.2 ± 7.7 44.8 ± 7.9 46.4 ± 8.1 0.044* 

 精神的な健康観 47.8 ± 7.0 45.9 ± 6.8 47.1 ± 7.2 0.034* 

SOC-13 - 60.3 ± 12.2 56.4 ± 12.3 58.1 ± 13.4 0.022* 
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表Ⅲ-3 すでに帰還した住民と帰還を希望する住民に関連する因子;ロジスティック回帰分析 

変数 単位 
Model 1 

オッズ比(95%信頼区間) 

Model 2 

オッズ比 (95% 信頼区

間) 

性別 男性/女性 1.12 (0.72-1.75) 1.08 (0.69-1.68) 

年代 60 歳以上/未満 1.78 (1.08-2.94) 1.55 (0.95-2.52) 

身体的な健康観 高い/低い 1.85 (1.15-2.98) - 

精神的な健康観 高い/低い 1.41 (0.88-2.24) - 

ストレス対処能力 高い/低い - 1.82 (1.18-2.82) 

 

表Ⅲ-4 帰還を希望する住民と帰還しない住民に関連する因子;ロジスティック回帰分析 

変数 単位 
Model 1 

オッズ比(95%信頼区間) 

Model 2 

オッズ比(95%信頼区間) 

性別 男性/女性 1.14 (0.83-1.55) 1.12 (0.82-1.52) 

年代 60 歳未満/以上 1.20 (0.86-1.68) 1.12 (0.81-1.55) 

身体的な健康観 低い/高い 1.63 (1.15-2.30) - 

精神的な健康観 低い/高い 1.42 (1.01-1.99) - 

ストレス対処能力 低い/高い - 1.13 (0.82-1.55) 

 

表Ⅲ-5 すでに帰還した住民と帰還しない住民に関連する因子;ロジスティック回帰分析 

変数 単位 
Model 1 

オッズ比(95%信頼区間) 

Model 2 

オッズ比 (95%信頼区

間) 

性別 男性/女性 1.30 (0.90-1.89) 1.27 (0.88-1.86) 

年代 60 歳以上/未満 1.44 (0.93-2.23) 1.38 (0.90-2.11) 

身体的な健康観 高い/低い 1.11 (0.75-1.64) - 

精神的な健康観 高い/低い 0.97 (0.66-1.44) - 

ストレス対処能力 高い/低い - 1.62 (1.12-2.34) 

 

IV.  考察 

本研究の結果から、富岡町へ帰還した人と比較して帰還を悩んでいる人や帰還意向がない

人は有意に子どもと同居している人が多く、放射線被ばくによるがんなどの自身や子や孫へ

の健康影響を懸念している人が多く、富岡町産の食材を摂取することへ懸念している人が多

いことが明らかとなった。｢東日本大震災後の原子力事故による放射線被ばくのレベルと影響

に関する UNSCEAR2013 年報告書｣では、公衆および作業者における、福島第一原発事故によ
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る被ばく線量は比較的に低いため、健康リスクは低いと予想されている。しかしながら、す

でに帰還している群では放射線に関する不安が低い一方で、帰還に悩んでいる群と帰還意向

のない群では放射線に対する不安は依然残っており、放射線被ばくへの不安が帰還意向に影

響を及ぼしている可能性があると考えられる。 

本研究の結果から、すでに富岡町へ帰還した人は帰還を悩んでいる人と比較して、その他

の因子に独立して有意に 60 歳以上の人が多く、SF-8 の身体的な健康観が高かった。帰還を悩

んでいる人は、帰還意向がない人と比較して、その他の因子に独立して有意に身体的な健康

観と精神的な健康観が低かった。帰還した人と帰還意向がない人を比較した結果、身体的な

健康観と精神的な健康観において有意な差は見られなかった。東日本大震災によって避難を

経験した高齢者の精神的健康度に関する先行研究から、精神的健康度が高い人は、居住環境

が｢身体活動の実践に適している｣と評価する傾向があったことが報告され、また、避難した

高齢者の精神的健康観の向上には、居住地で運動を実践するなど具体的な方法を提示するこ

とが有効な方法である可能性が示唆された。これまで避難者は、避難先での生活再建や生活

様式の変化を強いられてきた。帰還意向がない人は避難先で身体活動や社会参加の場を構築

することができ、避難先での生活に適応できていることが身体的な健康観や精神的な健康観

を維持につながっていると考えられる。 

また、本研究の結果から、すでに帰還した人は帰還を悩んでいる人と比較して、性別と年

代に独立して、有意に SOC-13 のスコアが高く、帰還意向がない人と比較しても、性別と年代

に独立して有意に SOC-13 のスコアが高かった。村上らは、福島県県民健康調査におけるス

ケール尺度 K6 を用いて、避難者と帰還者における精神的な抑うつの評価を行った。その結

果、帰還者の方が、避難者と比較して、抑うつ傾向が低いことが明らかとなった。村上らは、

住み慣れた自分たちの自宅で生活することが、精神的によい状態を促進している可能性を示

唆した。今回の調査からも、すでに帰還している人は、帰還意向のない人や帰還に悩んでい

る人と比べて比較的にストレス対処能力が高かった。個々のストレス対処能力が向上するこ

とによって、生活の再建や個々の生活の質の促進につながると考えられ、住民の帰還を支援

するために、個々の住民のニーズに応じた支援を実施していくことが必要であると考えられ

る。今後は、避難先で帰還するかどうか悩んでいる人に対して、放射線に対して正しい知識

を知ってもらう事や富岡町で暮らしていく際に生活の質への満足感を促進できる取り組みが

必要であると考えられる。 

V.  結論 

本研究の結果から、帰還に悩んでいる群はすでに帰還している群や帰還意向のない群と比

べて生活の質、ストレス対処能力が低い傾向がみられた。また、すでに帰還している群と比

べて帰還に悩んでいる群または帰還意向のない群は放射線への不安が高いことが明らかとな

った。避難先で帰還するかどうか悩んでいる人達に対して、放射線に対して正しい知識を知

ってもらう事や富岡町で暮らしていく際に生活の質への満足感を促進できる取り組みが必要



 
 
 

令和 2 年度 研究報告書（主任研究者用） 

38 
 

であると考えられる。 

VI.  次年度以降の計画 

得られた結果を住民や行政機関へ広く還元する。また今後は、復興の端緒についた大熊町

の住民における帰還意向と放射線健康リスク認知や QOL との関連が明らかにし、より効果的

なリスクコミュニケーションを通じて復興の加速に貢献する。 

VII.  この研究に関する現在までの研究状況、業績 
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Tomioka town office returned its function to their hometown from Koriyama city, and residents 

started returning in April 2017, but there are many difficulties for its recovery from the nuclear 

disaster. In addition to the decommission and re-establishment of infrastructure, better access to 

information on radiation is essentially needed for residents who wish to return to Tomioka. In this 

research project, we aim to accumulate the scientific evidences for risk communication with 

residents of Tomioka, based on our experiences in Kawauchi village.  

In this year, we continuously evaluated ambient dose rates of Yonomori area, and showed a decrease 

in the areas where the decontamination was implemented. It is important to continue the 

environmental monitoring to revitalize of difficult to return zone in Tomioka. Also, we evaluate the 

relationship between intention to return and mental stress in residents of Tomioka, and showed that 

residents who is wondering to return back to Tomioka had a higher mental stress. It is important to 

approach such residents to promote the recovery of the community.  

 


